



関 口 博 正
1.は じめ に














(2001年か ら10年間で国家公務員の25%を削減)を 目途 として制度導入 された経緯
か ら、法人化 されるまでは国の機関として予算主義 ・単式簿記を基礎 とする官庁会
計が採用 されてきた。





ながら、資金の調達源泉(負 債及び資本)と 運用形態(資 産)と の連動を求める会
計処理や、期間利益を発生させないための対照勘定処理な ど、固有の会計処理が別













業務実施に必要な財源 として国か ら運営費交付金等を受領 した ときには収益計上
しないことの根拠 は桜 内(2004)3が明快である。運営費交付金等は、対価 を伴わな





等が交付 された 目的に従った支出がな された時点で、その支出に対応 させて負債
(資産見返負債)を 収益化するものである。つま り、非交換性の収入の場合、法人
は補助金等が交付 された目的に従って支出することしか認 められてお らず、その非
交換性の収入の多寡は法人のマネジメン ト・レベルのパフォーマンスの善 し悪 しを











































じてプロジェク ト・期間 ・発生費用等を基準 として収益化を行 う。
運営費交付金収益の計上基準は費用進行基準(独 立行政法人会計基準注34の2(3))
が最 も簡便であるものの、この場合には運営費交付金債務の収益化は業務のための










ア)非 償却資産で中期計画の想定の範囲内に取得 された ときには、その金額を運営
費交付金債務から資本剰余金に振 り替える。
イ)非 償却資産でもその取得が中期計画の想定外だった場合、又は償却資産の取得
の場合 には、その金額を運営費交付金債務か ら別の負債項 目である資産見返運営費
交付金に振 り替える。償却資産の場合は毎事業年度、減価償却相 当額を取 り崩 して、





る7。施設費についても運営費交付金 と同様に、受領時には預 り施設費 とい う流動
負債 に計上 され、取得固定資産の種類に応 じた科 目の振 り替えが行われる。
当該資産が非償却資産であるときには、当該固定資産の取得費に相当する額を、











金を受領 した時点では預 り寄附金 として負債に計上 し、当該使途に充てるための費




預 り寄附金か ら資本剰余金に振 り替える。
b)非償却資産でもその取得が中期計画の想定の範囲外であるとき及び償却資産であ
るときは、その金額を預 り寄附金か ら別の負債項 目である資産見返寄附金に振 り替
える。償却資産の場合は毎事業年度、減価償却相当額を取 り崩 して、資産見返寄附
金戻入 として収益に振 り替える。
c)寄附者若 しくは独立行政法人のいずれかにおいてもあらか じめ使途を特定 したと





性取引(non-exchngetransaction)の特性か ら、損益が発生 しないニュー トラルな
会計処理方法が行われ るべきだとする桜内(2004)の指摘に合致する。 しかしなが ら、
このような非交換性取引について、他の事業体に適用 される会計ルールの全てが受






















































責任の所在 を明らかにするとい う直接の効果の他に、算出される利益額を圧縮 させ
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































当年度分(平 成13年度20,582百万 円、平成14年度24,003万円)で あ り、両者 の比率
は全法人 で平成14年度 は5.89%、平成15年度 は6.40%であった。 また、利益 に及 ぼす
影響 を、当期純利益 に運営費交付金債務 を加 えた ものを分子 に、 当期純利 益 を分母
とす る比率で計測す るな らば、全法人 で平成14年度 は141.23%、平成15年度 は192.37%
であ ることが判 明 した。
従 って この試算か ら判断す る限 り、各独立行政法人によるば らつきがあるものの、






として固定資産を取得することが可能 となる。 目的積立金に関 して主務大臣の承認
を得なくてはいけない点で、独立行政法人の運営において利益計上を避けるインセ
ンテ ィブが働 くことは容易に予測 される。
運営費交付金等の受け入れ時に負債計上を求める独立行政法人会計基準の処理は、























て、予め国会の議決を経て、翌年度に繰 り越 して使用す ることができるものである。
6「独立行政法人会計基準」第11章第73及び同注34
1独 立行政法人が運営費交付金を受領 したときは、相 当額を運営費交付金債務
として整理するもの とする。運営費交付金債務は、流動負債に属するもの と
する。
2運 営費交付金債務は中期 目標の期間中は業務の進行に応 じて収益化を行 うも
の とする。
3運 営費交付金債務は、次の中期 目標の期間に繰 り越す ことはできず、中期 目
標の期間の最後の事業年度の期末処理において、これを全額収益に振 り替え
なければならない。


















1運 営費交付金は独立行政法人に対 して国か ら負託 された業務の財源であり、
交付金の交付をもって直ちに収益と認識することは適当ではない。 したがっ
て、交付 された運営費交付金は相当額を運営費交付金債務 として負債 に計上


































独立行政法人が施設費を受領 した ときは、相当額を預 り施設費 として整理するも
の とす る。預 り施設費は、流動負債に属するものとする。
施設費によって固定資産を取得 した場合は、当該資産が非償却資産であるとき又は
当該資産の減価償却について 「第77特 定の償却資産の減価に係 る会計処理」に
定める処理が行われることとされたときは、当該固定資産の取得費に相当する額を、
預 り施設費か ら資本剰余金に振 り替えなければな らない。(注35)
〈注35>施 設費を財源 に固定資産を取得 した場合の会計処理について
独立行政法人における施設費は、国か ら拠出された対象資産の購入を行 うまでは、
その使途が特定 された財源 として、預 り施設費 として負債 に整理する。









め計画的に使途を特定 した場合において、寄附金を受領 した時点では預 り寄附金 と
して負債に計上 し、当該使途に充てるための費用が発生 した時点で当該費用に相当
する額を預 り寄附金から収益に振 り替えなければならない。(注36)
当該寄附金によって固定資産を取得 した場合は、次のように処理するもの とす る。
(1)当該資産が非償却資産であって、その取得が中期計画の想定の範囲内であると
きに限 り、その金額を預 り寄附金か ら資本剰余金に振 り替える。
② 当該資産が非償却資産であって、上記(1)に該当 しない とき及び当該資産が償
却資産であるときは、その金額を預 り寄附金か ら別の負債項 目である資産見返寄附
金に振 り替える。償却資産の場合は毎事業年度、減価償却相当額を取 り崩 して、資
産見返寄附金戻入 として収益に振 り替 える。(注37)
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出えんするものであるが、寄附者があらか じめその使途を特定 した り、あるいは独
立行政法人の側で使途を示 して計画的に管理支出す ることが想定 され、独立行政法
人が通常はこれを何 らかの特定の事業のための支出に計画的に充てなければな らな
いとい う責務を負 っているものと考えられる。 このため、受領 した寄附金の会計的
な性格 として、あらかじめ使途が特定されて管理 されている寄附金 に関しては、そ
の未使用額 と同額の負債の存在を認 め、受領 した期の終了後 も引き続き独立行政法
人に留保することとしている。これは、中期計画期間の終了時においても同様であ
り、運営費交付金 とは異なり、精算のための収益化は不要である。
〈注37>寄 附金を財源 として固定資産を取得 した場合の会計処理について
独立行政法人が使途を特定 した寄附金によって非償却資産を取得 した場合において
は、これが中期計画の想定の範囲内である場合には、独立行政法人の財産的基礎 を





鉄が昭和52年度から国からの補助金等を資本積立金か ら利益 として処理す る方法に





的に正 しく表現す ること)にあった といえる」(同書86頁)。具体的には、例えば大
都市交通施設整備費補助金の場合、「前受収益的なものとして一たん負債の部に大
都市交通施設整備見返勘定を設けてプール計上 し」、「当該固定資産が効用を発揮す














② 当該資産が償却資産であるときは、取得に充て られた補助金等の金額を預 り補
助金等か ら資産見返補助金等に振 り替える。資産見返補助金等は、毎事業年度、当
該資産の減価償却額に取得価額に占める補助金等の割合を乗 じて算定 した額を取 り
崩 して、資産見返補助金等戻入 として収益に振 り替える。
〈注52>補 助金等の会計処理について




等に振 り替え、現実に引渡 しを受けたときに建設仮勘定見返補助金等を本来の科 目
(資本剰余金又は資産見返補助金等)に 振 り替えるものとする。また、当該固定資
産が償却資産の場合は毎事業年度、減価償却相当額を取 り崩 して、資産見返補助金
等戻入 として収益に振 り替 える。














16運営費交付金債務は基準第73(3)に従い中期 目標期間の最後 に全額収益に振 り替
えることが求められるので、負債計上に伴 う利益圧縮効果 もその期間内に止まるこ
とになる。
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